
京浜事業所環境報告書

２０１０年度

東芝グループは、持続可能な
地球の未来に貢献します。
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本報告書の記載範囲は、（京浜）地域に所在する組織、（株）東芝から分離した法人（以下、
構内関係会社）及び（株）東芝以外の法人（以下、構内駐在会社）で働くまたは組織のために
働くすべての人が担当する業務活動、製品、サービスとします。
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気候変動や資源の枯渇、生態系の破壊など世界規

模で深刻化する地球環境問題に対処し、持続可能な

社会の実現を目指して、東芝グループでは地球環境

問題の解決に向け2050年のあるべき姿（「地球と

調和した人類の豊かな生活」）を描きそのための課

題を解決していくことを環境ビジョン2050として

策定いたしました。

その中で、エネルギー機器を製造する私たち東芝

京浜事業所は、今後ますます需要の増えるエネルギ

ーの安定供給と地球温暖化の防止との両立による

「エネルギーアプローチ」を担っています。

火力発電機器においては、エネルギー効率の優れた

ごあいさつ

京浜事業所長

－２－

◎ 設立年月 １９２５年（大正１４年）８月

◎ 所在地 横浜市鶴見区末広町2丁目4番地

◎ 敷地面積 496千ｍ２ 延床面積 342千ｍ２

◎ 従業員数 ２，２３２ 人
（２０１０年３月３１日時点）

◎ 設立年月 １９２５年（大正１４年）８月

◎ 所在地 横浜市鶴見区末広町2丁目4番地

◎ 敷地面積 496千ｍ２ 延床面積 342千ｍ２

◎ 従業員数 ２，２３２ 人
（２０１０年３月３１日時点）

【入舟分工場】：工業地域

横浜市鶴見区寛政町20番1号

敷地面積45千ｍ２ 延床面積26千ｍ２

【入舟分工場】：工業地域

横浜市鶴見区寛政町20番1号

敷地面積45千ｍ２ 延床面積26千ｍ２

【本工場】：工業専用地域

横浜市鶴見区末広町2丁目4番地

敷地面積360千ｍ２ 延床面積252千ｍ２

【本工場】：工業専用地域

横浜市鶴見区末広町2丁目4番地

敷地面積360千ｍ２ 延床面積252千ｍ２

【西分工場】：工業専用地域

横浜市鶴見区末広町1丁目9番地

敷地面積91千ｍ２ 延床面積64千ｍ２

【西分工場】：工業専用地域

横浜市鶴見区末広町1丁目9番地

敷地面積91千ｍ２ 延床面積64千ｍ２

京浜事業所の概要

製品を開発して世界中のお客様にお届けすることで

化石燃料の節約やCO
2
の削減に貢献し、また、

CO
2
を排出せずに発電ができる原子力発電機器や

水力発電機器の性能を向上させることで、エネルギ

ー供給に伴うCO
2
発生量全体を抑制することができ

ます。環境負荷の少ない製品の研究・開発に注力す

ること、つまり、私たちの本来業務がそのまま環境

負荷の低減につながっていると言えます。

製品による貢献と共に、東芝ボランタリープラン

に基づいて環境保全に関する中期・短期的な目標値

を定め、地球温暖化の防止、資源の有効活用、化学

物質の排出量削減など事業活動の中での環境負荷の

低減に取り組んでいます。 今後の増産に向けた新

設備導入の際にも、様々な工夫を凝らし、環境負荷

低減に努めます。

自分たちの製品が世界のCO
2
削減に少なからず貢

献することを自覚し、責任と誇りを持って事業活動

を進めてまいります。

この環境報告書は、私たち京浜事業所の環境保全

活動の内容と成果をまとめたものです。この報告書

をご一読いただき、ご理解をいただくとともにご意

見をお聞かせいただければ幸いに存じます。



●●蒸気タービン・ガスタービン蒸気タービン・ガスタービン

●タービン発電機・復水器他●タービン発電機・復水器他
発電機の構造

CAPACITY 
(MVA)

水素＋水冷却

タービン発電機の冷却方式と単機容量

大容量水冷却発電機
（2P-60Hz1,120MVA

水素冷却発電機
2P-50Hz-563MVA

空気冷却発電機
2P-50Hz-250MVA 

３D-CAD 配管図

復水器給水加熱器

製品紹介

ステータ鉄心

ステータコイル

軸受

エンドリング ステータフレーム
ターミナルブッシング

ローター

ローターファン
コレクター
カバー

火力発電機器

－３－

1,5001,000500

CAPACITY 
(MVA)

H2

H2 +H2O

4 - POLE

AIR

H2 +H2O

2 - POLE

空気冷却

水素冷却

水素＋水冷却

火力発電所では化石燃料を燃やして蒸気を発生させ、そ

の蒸気の力で蒸気タービン発電機を回して電力を発生させ

ます。この火力発電所で使用する蒸気タービン発電機と熱

交換器を設計、製造しています。また最近はエネルギーの

有効利用として、ガスタービンを回して発電し、そこから

排出された高温の排ガスを再利用して蒸気を発生させ、そ

の蒸気の力で蒸気タービン発電機を回して発電するコンバ

インドサイクルプラントが数多く建設されています。これ

らの火力発電機器の効率を上げる事が直接ＣＯ2の排出量

削減に繋がるため、技術開発による性能向上に注力してい

ます。 火力発電所

ガスタービン

蒸気タービン

発電機

Ｈ型コンバインドサイクル

140MW SCSF-42ò/50Hz 180MW TCDF-3.5ò/60Hz 285MW TCDF-48ñ/50Hz 700MW TC4F-40ñ/60Hz
（246atg/593℃/593℃）

蒸気タービンのシリーズ

Steam Turbine Series

1000MW TC4F-40ò/60Hz 
（246atg/566℃/593℃）

蒸気タービンのタイプと工場組立



原子力発電所

● 炉内保全技術

●蒸気乾燥器

●気水分離器

●炉心シュラウド

●制御棒

●内臓型
再循環ポンプ

●改良型制御棒駆動機構

水力発電では水の落差によるエネルギーを利用

して電力を発生させ、ＣＯ2を発生させない自然

エネルギーです。電力使用量の変動に対応しやす

いので負荷調整用としても利用されます。この水

力発電所の水車発電機及びその制御機器の設計、

製造をし、さらなる効率向上に注力しています。

水力発電所

●水車及び水車発電機

水中小形ビーグル シュラウドの交換 ジェットポンプの交換放電加工レーザーピーニングフラットビーグル

●炉内点検
遠隔操作（ロボット）による検査技術

●予防・事後保全

遠隔操作による補修技術 世界初のシュラウド交換技術

●統合保全

●原子炉構造（ABWR）

●発電機ステー
ター

（固定子）

●発電機ローター

（回転子）

●上カバー及び
ガイドベーン開閉機構

●水車ランナー

原子力発電は、ウラン燃料の核分裂で得られる熱を利用して蒸気を

発生させ、その力で発電機を回して電力を発生させます。化石燃料を

燃やさないためＣＯ２を排出しないクリーンエネルギーとして注目さ

れており、現在日本の電力の3分の１を担っています。

この原子力発電所の主に沸騰水型と呼ばれる原子炉及びその出力制

御機器などの設計、製造をしています。

製品紹介

原子力発電機器原子力発電機器

水力発電機器発電機器

－４－

●上部格子板

●炉心支持板



ＣＳコイル（国際熱核融合実験炉( ITER )向）

核融合炉は未来の無限のエネルギー源として期待され

ています。海水からほぼ無尽蔵に燃料を抽出でき、CO2

も一切発生しません。いよいよ国際核融合実験炉（ＩＴ

ＥＲ）の建設がフランスで始まりますが、東芝はこれま

で超電導センターソレノイドコイル（ＣＳコイル）、炉

内構造物保全用大型遠隔保守装置（ビークルマニピュレ

ータ）、真空容器などのＲ＆Ｄを行い、建設開始に向け

ての開発に貢献してきました。ＩＴＥＲの建設にあたっ

ては真空容器、超電導コイル、ビークルマニピュレータ

などの機器の受注に向け活動しています。

単結晶引上げ装置用超電導磁石

シリコン単結晶は現代のエレクトロニクス社会に無くて

はならない材料です。その製作には超電導磁石が用いられ

ています。シリコン単結晶は多結晶シリコンを溶かしたル

ツボからゆっくり成長させながら引き上げます。溶融シリ

コンの中で対流があると

超電導電力貯蔵装置（ＳＭＥＳ）

現在の生産現場では、雷などで瞬間的に電力系統

の電圧が低下すると、電子機器が停止し、多大な損

害が発生することがあります。このような瞬間的な

電圧低下を補う、超電導電力貯蔵装置（ＳＭＥＳ）

を製作しています。超電導磁石に20MJの磁気エネ

ルギーを蓄え10MWの電力を1秒間補える装置をシ

ャープ亀山工場に納入しました。蓄電池などに比べ

有害物質の少ないクリーンな装置です。

製品紹介

新エネルギー：超電導機器新エネルギー：超電導機器

－５－

ルツボの不純物が溶け出す

などして、品質の良いシリ

コン単結晶が作れません。

そこで、超電導磁石で強い

磁場をかけて対流を抑制し

ます。常電導磁石を使うの

に比べ大幅な省電力を実現

しています。

●単結晶引上げ装置用超電導磁石

引き揚げ

●るつぼ
（シリコン溶融液）

●シリコンインゴット

●磁場



１．環境保全への取り組みを、経営の最重要課題の
１つとして位置付け、技術的、経済的に可能な
範囲で、継続的な改善・向上に全従業員で取り
組みます。

２．環境保全に関する法令等を順守すると共に、自
主基準を設定し汚染の防止に努めます。

３．製品の開発・設計段階で環境影響評価を行い、
環境負荷の低減に配慮した環境調和型製品の提
供に努めます。

（１）製品の高効率化、軽量化、長寿命化に努め、
地球温暖化防止、省エネルギー、省資源に寄
与する。
（２）有害物質を含まず再資源化が容易な原材料の
採用に努める。

４．生産活動に関する環境影響評価を行い、環境負
荷の低減や汚染の防止に努めます。

（１）水質汚濁と大気汚染の防止に努める。
（２）化学物質の適性な管理と環境負荷の小さい物
質への代替化に努める。
（３）廃木材、廃油など廃棄物の３Ｒ

（Reduce,Reuse,Recycle）の推進に努める。
（４）電力、都市ガスの消費抑制を主体とした省エ
ネルギーの推進とＣＯ２排出量の低減に努める。
（５）グリーン調達を推進し、環境負荷の小さい部品、
材料の購入に努める。

５。取引先や近隣との協調を図り、積極的な情報開示
とコミュニケーションを行います。

京浜事業所は、（株）東芝 電力システム社 環境経営基本方針に基づき、エネルギー機器事業の
中核工場として、環境調和型製品の提供および立地している周辺環境の保全に努め、持続可能な社会
へ貢献します。

環境保全活動

環境マネジメントシステム環境マネジメントシステム

（株）東芝（株）東芝 京浜事業所京浜事業所 環境保全基本指針環境保全基本指針

－６－

１、環境保全への取り組みを、経営の最重要課題の１つとして位置付け、技術的、経済的に可能な範囲で、
継続的な改善・向上に全従業員で取り組みます。

２、環境保全に関する法令等を順守すると共に、自主基準を設定し汚染の防止に取り組みます。

３、３、製品の開発・設計段階で環境影響評価を行い、環境負荷の低減に配慮した環境調和型製品を提供します。製品の開発・設計段階で環境影響評価を行い、環境負荷の低減に配慮した環境調和型製品を提供します。
（１）地球温暖化防止、省エネルギー化、省資源化に寄与する高効率で軽量、長寿命な製品の開発
（２）有害物質を含まず再資源化が容易な原材料の採用

４、４、生産活動に関する環境影響評価を行い、環境負荷の低減や汚染の防止に取り組みます。生産活動に関する環境影響評価を行い、環境負荷の低減や汚染の防止に取り組みます。
（１）水質汚濁と大気汚染の防止
（２）化学物質の適性な管理と環境負荷の小さい物質への代替化
（３）廃木材、廃油など廃棄物の３Ｒ（Reduce,Reuse,Recycle）の推進
（４）電力、都市ガスの消費抑制を主体とした省エネルギーの推進とＣＯ２排出量の低減
（５）グリーン調達による、環境負荷の小さい部品、材料の購入の推進

５、取引先や近隣との協調を図り、積極的な情報開示とコミュニケーションを行います。

京浜事業所は、（株）東芝 電力システム社 環境経営基本方針に基づき、エネルギー機器事業の
中核工場として、環境調和型製品の提供および東京湾に面して立地している周辺環境の保全に努め、
持続可能な社会へ貢献します。

京浜事業所環境マネジメントの歴史

1997年 ８月：ISO14001認証取得

2005年 ８月：新規格ISO14001 :2004認証取得

2006年 ８月：３回目の更新審査に合格

2007年 ２月：電力システム社環境マネジメントシステムへ統合

2007年１２月：一年次サーベイランス受査

2009年１２月：更新審査に合格

継続的改善継続的改善

環境方針環境方針

計計画画
(Plan)(Plan)

実施及び運用実施及び運用(Do)(Do)

マネジメントレビューマネジメントレビュー(Act)(Act)

点点検検
(Check)(Check)

環境マネジメントシステム構造図

ISO14001登録証

ISO：International Organization for Standardization 国際標準化機構
ISO14001 の認証は審査登録機関の株式会社日本環境認証機構(JACO)による審査を受査し、３年毎に更新しています

電力システム社では、200７年２月より本社から事業所まで統合した環境マネジメントシステムを構築し、

ISO14001 の認証を取得しました。

京浜事業所も事業所として取得していた ISO14001 から、電力システム社全体の環境マネジメントシステ

ムに移行し、ISO14001規格に基づく環境マネジメントシステムのサイクル（Plan-Do-Check-Act）により

環境保全活動の継続的改善を図っております。



□環境保全

□環境保全

京浜事業所

責任者

副責任者

電力社ＥＣＰ委員会

電力社環境事務局会議

電力社グリーン調達委員会

内部監査員

共通スタフ
支社店
部門

原子力

事業部

火力・水力

事業部

ＷＥＣ統括
事業部

現地サイト 現地サイト

□環境保全

□環境保全

関係会社

責任者

副責任者

環境経営責任者
電力システム社 社長

環境推進責任者
電力システム社 生産企画部長

電力社
地球環境会議

電力システム社環境保全体制図

環境事務局
電力システム社

生産企画部 環境担当長

（環境推進副責任者）

環境保全活動

京浜事業所長（環境保全責任者）及び生産技術部長（環境保全副責任者）のもと①製品・技術、②業務活動・

サービス、③取引先の別にそれぞれ部環境保全責任者を設け運営しています。また、地球環境会議や地球環境生

産部会及び地球環境技術部会を審議・諮問機関として活動しています。

京浜事業所環境保全体制図

職制ライン 指導・支援ライン 審議・諮問ライン 任命・指名ライン

環境ボランタリープラン
（環境自主行動計画）

東芝グループは「2000年度を基準とした2010年度の東芝グループ総合環境効率を２倍にします。」という「環境

ビジョン2010」を公表し、その実現のために、第4次環境ボランタリープラン（拡張）を設定しました。「環境調和

型製品の提供」「地球温暖化の防止」「資源の有効活用」「化学物質管理」の４アイテムの具体的数値目標として

2012年までの目標を定めています。京浜事業所はこれに基づき独自の目標を定めて環境保全活動を推進しています。

地球環境会議
委員長 京浜事業所長
委員 各部門長

環境保全責任者：
京浜事業所長

技術責任者

内部監査員

環境保全副責任者：
生産技術部長

公害防止管理者

業務活動
･ｻｰﾋﾞｽ関連
生産技術部長

製品関連

生産企画部長

取引先関連
資材部長

部門環境保全責任者

構内関係会社
構内駐在会社

各課長

地球環境生産部会
委員長 生産技術部長
委員 各部代表者

地球環境技術部会
委員長 生産企画部長
委員 各部代表者

部門環境保全委員会

環境保全体制環境保全体制

－７－

※１1990年度基準 ※２ 2001年度(家電リサイクル法の施行年度)基準

（※１）

（※２）



製品における環境配慮

－８－

エネルギー機器を生産している京浜事業所では、より環境負荷の少ない製品の研究・開発に力を注いでいます。

●火力発電機器の効率を向上させることで、化石燃料の消費とＣＯ２発生を抑制。

●ＣＯ２を排出しない原子力発電機器や水力発電機器の性能向上。

●製品の長寿命化、コンパクト化による省資源化。

●有害化学物質の使用廃止。

●環境調和型製品事例●環境調和型製品事例

環境調和型製品の提供環境調和型製品の提供

最終段
長翼

最終段最終段
長翼長翼

・高性能排気室の解析
最終段静翼

・国内最大級の長翼開発のための解析技術

３次元段落解析

・高性能３次元設計翼の開発のための解析技術

●タービン性能向上のための解析技術●

非定常湿り
蒸気解析

湿分分離溝

液滴追跡解析による
湿分分離溝最適化

最終段動翼

製品が実際にどのような性能になるのかが設計段階でわかれば、よりタイムリーに研究開発を進めることができます。

今回は環境調和型製品の研究開発のための解析技術についてご紹介します。



事業所における環境配慮

京浜事業所の事業活動に伴う環境負荷の主なものは、エネルギー使用、用水の使用、化学物質の使用、大気への

ＣＯ２・排ガス等の排出、海域への排水放流、廃棄物の排出などがあります。私たちは、これらの環境負荷を把握し、

可能な限り低減するための諸施策を実施することにより、環境に優しい、より良い製品作りを目指しています。

下図は2009年度の当事業所における環境負荷を示します。

京浜事業所の環境負荷２００９年度実績

エネルギー

電力 5,386万 kWh/年
都市ガス 5,024千 m3/年
LPG 14  ｔ/年
ガソリン 21.5 KL/年
軽油 3.1  KL/年

エネルギーエネルギー

電力 5,386万 kWh/年
都市ガス 5,024千 m3/年
LPG 14  ｔ/年
ガソリン 21.5 KL/年
軽油 3.1  KL/年

用水

市水（上水）132,662 ｔ/年

工業用水 526,468 ｔ/年

用水用水

市水（上水）132,662 ｔ/年

工業用水 526,468 ｔ/年

化学物質

規制化学物質総量 37 種
62.1 ｔ/年

うち PRTR法対象物質 13 種
11.3 ｔ/年

化学物質化学物質

規制化学物質総量 37 種
62.1 ｔ/年

うち PRTR法対象物質 13 種
11.3 ｔ/年

大気

ＣＯ２（エネルギー起源）
31,197ｔ-CO2/年

ＮＯｘ 4,851 ｔ/年

大気大気

ＣＯ２（エネルギー起源）
31,197ｔ-CO2/年

ＮＯｘ 4,851 ｔ/年

排水

排水量 230,664ｔ/年

排水排水

排水量 230,664ｔ/年

※１ 規制化学物質：東芝第4次環境ボランタリープランで定める４４９種の化学物質のうち、当事業所で使用しているもの
※２ 排水量：雨水を含まない工程系排水、生活系排水の測定値
※３ 総排出量：金属、紙類等リサイクルできる有価値物も含めた排出物の総量

※１

京浜事業所の環境負荷京浜事業所の環境負荷

－９－

資源

鉄 114,288ｔ/年
その他金属類 11,534ｔ/年

非金属 1,232 ｔ/年

その他 6,084 ｔ/年

資源資源

鉄 114,288ｔ/年
その他金属類 11,534ｔ/年

非金属 1,232 ｔ/年

その他 6,084 ｔ/年

排ガス

化学物質 6.64 ｔ/年

温室効果ガス
498ｔ-CO2/年

排ガス排ガス

化学物質 6.64 ｔ/年

温室効果ガス
498ｔ-CO2/年

※２

廃棄物

総発生量 8,998ｔ/年

廃棄物 2,082 ｔ/年

金属類 6,916 ｔ/年

廃棄物廃棄物

総発生量 8,998ｔ/年

廃棄物 2,082 ｔ/年

金属類 6,916 ｔ/年

※３

※２



事業所における環境配慮

京浜事業所は、法令に基づいて排水や排ガスの定期測定を実施しています。また、2006年3月に横

浜市と環境保全協定を締結し、環境への負荷を軽減するために事業者が行うべき取り組みについて合意

事項を定め、法規制値を守るだけではなく、さらに厳しい管理を実施しております。

特定排水口（No.2、No.6）

動力監視センター 横浜市環境創造局横浜市環境創造局

テレメータ

排水の常時監視

ＵＶ値
燐
窒素
排水量

環境監視
センター

京浜事業所では、定期分析のほかに、特定施設からの排水と生活雑排水の水質及び煤煙発生施設から

の排ガスを常時監視し、リアルタイムで横浜市の環境創造局に送信しています。

常時監視体制常時監視体制

●トレンド事例

動力監視センター 横浜市環境創造局横浜市環境創造局

テレメータ

排ガスの常時監視

ＮＯｘ
Ｏ2
燃料使用量

●水質監視体制

●大気監視体制

特定排水口 é２ヶ所

煤煙発生施設 é２ヶ所

本工場

No.6排水口

No.2排水口

西分工場

京浜事業所の常時監視施設位置

ガスエンジン

常時監視

煤煙発生施設

環境監視
センター

ＵＶ値
燐
窒素
排水量

施設管理（排水・排ガス等関連）施設管理（排水・排ガス等関連）

常時監視

－１０－

ＮＯｘ
Ｏ２

燃料使用量

65T/Ｈボイラー

排水口ｐH

6

6.5

7

7.5

8

8.5

9

ｐH

 ｐH

自主管理基準値
横浜市環境協定値

'08年度 '09年度

ボイラーNOx

0
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  ＮＯｘ
自主管理基準値
法規制値

'08年度 '09年度



事業所における環境配慮

地球温暖化防止（省エネルギー活動）

●●省エネ活動事例省エネ活動事例

●●エネルギー排出量・原単位エネルギー排出量・原単位 ●エネルギーの内訳（２００●エネルギーの内訳（２００９９年度）年度）

（t-CO2/年）
（％）

(目標年度）（基準年度） 年度

生産高原単位

事例１： ヒートポンプ式給湯器の適用 事例 ３ ： 節水によるCO2の削減

－１1－

京浜事業所は、エネルギーの使用の合理化を目的とした省エネルギー新スキームによる機器選定、管理、点検等を

実施するためにエネルギー管理標準の作成などを積極的に推進してきました。また動力設備の効率運転、省エネルギ

ー機器の導入、省エネパトロール実施など運用面での改善も積極的に展開しています。

京浜事業所は、CO２原単位排出量 （ CO２ 排出量/ 生産高：単位 t-CO２/億円）を管理指標とし、省エネに取り

組んでいますが、２００9年度は工場内コンプレッサーの更新、エア漏れ改善、天井照明の高効率化、給湯設備改善

（ヒートポンプ採用）、エアコン室内外機器の洗浄、節水対策などを実施しました。また、'０８年度からの自家発電

設備（ガスエンジン）の運用方法の変更により、CO２排出量の削減対策を実施しました。その結果、１９９０年度比

ではCO２排出量は約40％、生産高原単位では約３２％の削減となり、東芝ＶＰＥの２０１０年度目標（ 1990年比

２５％削減）を達成することができました。

概要 ： 工場内更衣室温水設備を従来の電気ヒータ式から

ヒートポンプ方式に更新することで、給湯設備に

かかる電力量の削減を実施しました。('０９実施)

効果 ： 改善前 ５５４MWh / 年 （ ２０５ｔ-CO２）

改善後 １３０MWh / 年 （ ４８ｔ-CO２）

削減量 ４２４MWh / 年 （ 1５７ｔ-CO２）

エネルギ -

２５，１９１
２t-CO /年

自家発電

都市ガス都市ガス

購入

電力

その他

（グラフは累計値）

（注）自家発電（ガスエンジン）はCO2
削減の観点から'08年度以降の運転は

所内電力ピーク対応として使用中。

東芝VPE目標
生産高原単位

47％削減

京浜事業所目標
25％削減 '08年度達成

※※

※ VPE：東芝Gr.環境ボランタリープラン

概要 ： 工場内の上水・工水の使用量の削減（漏洩対策・
節水駒の活用等）により、 '０８年度に比べ約１７％削減を
達成しました。（'０９実績）

効果 ： ０８年度 ７９３千 t / 年

０９年度 ６５９千 t  / 年

削減量 １３４千 t / 年 （１６．９％削減）

CO2換算 ７５ t-CO２

（換算係数0.56kg-CO2/m3）

水使用量
（千㌧）

823823 793793
659659

事例２： 照明設備の高効率化

概要 ： ' ０５年度より工場内の天井照明設備を高効率タイプ

に順次更新している。今回は蛍光灯を使用している
現場の照明３６６灯を高効率タイプに更新し、

電力量の削減を実施しました。('０９実施)

効果 ： 改善前 ２０６MWh / 年 （ ７６ｔ-CO２）

改善後 １３２MWh / 年 （ ４９ｔ-CO２）

削減量 7４MWh / 年 （ ２７ｔ-CO２）
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事業所における環境配慮

化学物質の排出量削減化学物質の排出量削減

京浜事業所では、東芝ボランタリープランで定める規制化学物質４４９物質中 ３７物質を使用しています。

中でもトルエン、アセトン、メチルイソブチルケトン、キシレンなどは塗装や洗浄に多く使用されています。

2000年度を基準に２０10年度までに50%削減、２０１２年度までに54%削減を目標とし、作業手順の改

善や新しい塗料の開発により、化学物質の削減に取り組んでいます。

－１2－

●規制化学物質削減事例●規制化学物質削減事例

VOC：volatile organic compounds（揮発性有機化合物）
揮発性を有し、大気中で気体状となる有機化合物の総称。
反応性が高く、光化学オキシダントの原因物質でもある。

京浜事業所では、今後の増産に対応するために、塗装する前に製品の表面の錆除去と凸凹にするブラスト室

と塗装室から構成される新しい表面処理施設を設置しました。2009年度に工事が完了し、2010年度から稼動

開始します。

この施設は、作業者の労働安全はもちろん、地球環境を考慮した工夫がなされています。

地球環境を守る表面処理施設新設

●VOC除去装置によるVOC排出量削減効果

(目標）（基準年度）

16,000

14,000

12,000

10,000

8,000

6,000

4,000

2,000

0
'00 '06 '07 '08 '09 '10 '11 '12

東芝VPE
目標

54％削減

年度

排
出
量
（
ｋ
ｇ
）

さらにé

塗装作業では、塗料に含まれるVOC が発生するため、

VOC除去装置を設置し、大気へのVOC排出を抑制しました。

ＶＯＣ除去装置の除去率は８０％で、（京浜）の塗装実績から

計算すると、年間で約２８００ｋｇのＶＯＣ排出を削減すること

ができます。

今回、CO2の排出量を削減するために、あらゆることに着目

しCO2排出量の抑制を行いました。

①ファン駆動用電動機のインバーター化による効率向上

②ＶＯＣ除去装置の排熱を塗装後の乾燥に再利用

③蓄熱型燃焼炉を適用し、ＶＯＣ除去処理を省エネ化

などの省エネ施策により、年間９００トンのＣＯ２排出抑制効果

が見込まれます。

加えて、生産性を追求し、設備運転時間の短縮することで、さ

らに省エネ効果を向上させています。

VOC除去装置

※

約2800ｋｇ削減

●新設表面処理施設の省エネ効果

①の効果

②の効果

③の効果

1402

549

排出量

東芝VPE計画値



事業所における環境配慮

資源の有効活用（廃棄物削減）

京浜事業所は、生産活動により発生する金属類、廃棄物について排出量の削減と再資源化に取り組んできま

した。主な取り組み事項は、「① 分別徹底による再資源化の推進、② 横浜市廃棄物交換システムの活用の推

進、③ 木材や発泡スチロールのマテリアルリサイクル化、 ④ 木製パレットのリユース、⑤ レジ袋使用の削減、

⑥ 通い箱や簡易梱包によるリデュース」です。

２００9年度は横浜市廃棄物交換システムの活動推進、分別排出の徹底を図り、総排出量では前年度比14％

削減となりました。

－１3－

●●３Ｒ３Ｒ活動事例活動事例

●資源の有効活用事例●資源の有効活用事例
横浜市廃棄物交換システムの利用の推進

京浜事業所から発生する廃棄物を資源として有効に再利用できる他の工場・業者に斡旋することにより､リユー
スの促進を図りました。

神奈川県
横浜市
商工会議所
商工会

登録・斡旋
の申込み

斡 旋

交換 成立

京浜
事業所

交換の協議

利用する
工場･業者

交換の協議

※登録及び斡旋は無料

登録・斡旋
の申込み

斡 旋

再利用再利用

無償引渡し無償引渡し

廃棄物の分別改正とその周知廃棄物の分別改正とその周知

廃棄物の分別方法を変更、改正内容を周知するため、
事業所内の全部門に分別指導を実施。並びに分別ガイド
の改正。

改正された分別ガイド改正された分別ガイド 改正内容の説明資料改正内容の説明資料 周知・啓蒙状況周知・啓蒙状況
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不要なレジ袋を貰わない活動
を展開。

構内売店のレジ袋使用削減構内売店のレジ袋使用削減

東芝VPE目標
生産高原単位

24％削減

総排出量（ｔ）

生産高原単位（％）

銭湯の薪として銭湯の薪として
無償提供無償提供



事業所における環境配慮

環境会計環境会計

調達活動調達活動

※2008年度より、従来の取引先数から取引金額に
基準が変更されました。

京浜事業所は、東芝グループのグリーン調達ガイドラ

インに基づいて、環境負荷が小さい製品、部品、材料、

原料を調達しております。この選定にあたっては、それ

らの調達品を環境負荷の低減に関する項目で評価すると

共に、取引先の環境保全活動への取組状況を考慮してラ

ンク分けを行っております。

京浜事業所は優良ランクＳ、Ａをグリーンパートナー

（GP）とし優先して取引を行っています。

京浜事業所は、取引先への環境保全文書の配布により

環境保全情報の周知を行うと共に、取引先の環境影響評

価に基づき、指導・支援、協力要請を行っています。

基本方針の開示基本方針の開示

調達活動の推進

環境保全活動に要したコストとそれによって得られた効果を把握し、事業活動の指標として活用するために、

１９９０年度から環境省のガイドラインに準拠した「環境会計制度」を導入しています。

２００９年度の環境保全活動のため投資した金額は255百万円、要したコストは8,732百万円で、得られた

効果は実質的経済効果507百万円、みなし経済効果341百万円となりました。

－１4－

20点以下

25～50点

55～70点

75～100点

超100点 または ISO14001認証取得

評価点合計

改善要請、指
導支援を前提

優先取引

調達選定基準

Ｄ

Ｃ

Ｂ

Ａ

Ｓ

ランク

東芝グリーン調達ガイドラインに基づく取引先評価

◎環境保全活動コスト （環境保全のための投資額及び費用額）

◎効果

指導・支援の実施指導・支援の実施 協力要請協力要請

環境負荷の少ない資材購入促進環境負荷の少ない資材購入促進

一般取引先

（影響力を行使可能）

主要取引先

環境に著しい取引先 環境に著しい取引先

要求事項
の伝達

要求事項
の伝達

取引先全体

取引先環境影響評価
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96％

グリーンパートナー化率（金額ベース）

達成

95％

［単位 百万円］

６３９9温暖化防止、オゾン層保護など
地球環境保全
コスト

8,73２25５合計

１0大気賦課金、土壌汚染修復など環境損傷コスト

５4環境保全団体支援、情報開示など社会活動コスト

8,1480環境調和型製品開発など研究開発コスト

177４監視、教育、自然保護など管理活動コスト

０0グリーン調達、購入上・下流コスト

９３0資源の効率的利用、廃棄物のリサイクルなど資源循環コスト

２４５１４８大気、水質、土壌汚染防止など公害防止コスト

事業エリア内
コスト

費用投資額内容分類

効果額内容分類

３４１排水及び大気への排出量の削減効果を、仮定を用いて貨幣価値に換算した効果みなし経済効果

５０７
事業活動に伴って使用された恵那ルギー関連、廃棄物処理・リサイクル関連、
水の使用量及び投入物質量削減などによる経済効果

実質的経済効果

［単位 百万円］



全員活動･地域との共生、コミュニケーション

ＩＳＯ１４００１に基づき、従業員全員（構内駐在業者を含む）を対象に環境教育を実施しています。

環境教育の目的は、環境マネジメントシステムの理解と法律順守を徹底し、環境保全の重要性や、それ
ぞれの業務が環境に与える影響を自覚すると共に、従事業務内容に応じた力量を確保することです。

従業員の啓蒙活動

分別をチェックする「廃棄物パトロール」を実施。各部門の分別状況を

確認し、指導すると共に、従業員にゴミ分別に関する理解を促しました。

●廃棄物パトロール

●チャレンジ２５キャンペーンへの参画
・クール・ビズの推進：ノーネクタイを推進しました。

・冷房設定温度を２８℃に徹底しました。

・ライトダウンキャンペーンへの参加：本工場と西分工場のネオン看板のライトダウンを実施しました。

●環境月間（６月）

●３R推進月間（１０月）

●環境教育

●従業員への情報発信

・ちょこっとエコ

身近に実践できることやちょっとした心がけを紹介

・事業所内に設置された環境掲示板への環境情報の掲示

●チャレンジ２５キャンペーンへの参画

●省エネ月間（２月）

廃木材について交換を成立させました。

●横浜市廃棄物交換システムの活用促進

環境月間

－１５－

●鶴見クリーンキャンペーンに参加

入船公園～フラワーロードのごみ拾い活動を実施しました。

・暖房設定温度を２０℃に徹底しました。

・既存設備の省エネ機器への更新を行いました。
・工場配管のエア漏れ点検、修理を実施しました。

ちょこっとエコ

●廃棄物集積場の分別確認

●電力システム社の省エネの取組み紹介

電力システム社の環境担当よる講演会を実施。

最近の省エネ動向や、電力システム社でのＣＯ２削減の取組みを従業員に紹介した。

事業所内で使用されるインフラの一つである、工場エアーの
使用部門と共有部門がエアーの生産から使用までの設備を回り、
一緒に省エネの取組みについて検討しました。

●構内エネルギーツアー

電力システム社の省エネ取組み紹介

・環境インフォメーションレター
電力システム社の従業員に年に４回配布し、従業員

及びご家族の方に環境に対する電力システム社の取り

組みを紹介しています。

構内エネルギーツアー

●省エネ標語の募集



レジ袋削減活動の宣言書およびポスター

全員活動･地域との共生、コミュニケーション

－１６－

外部コミュニケーション外部コミュニケーション

●行政との交流

異常事態想定訓練は、環境負荷が著しく高い施設に対し、

起こりうる異常事態を想定し、その対処方法について標準化

して実施しています。各部門で年度計画に沿って異常事態想

定訓練を実施し、不具合を是正しながら、環境事故の未然防

止に努めています。

2009年度は環境負荷が特に高いとして定められた２７施

設で異常事態想定訓練を実施すると共に、各部門で自主的に

設定した施設・工程等でも訓練を行っています。

異常事態想定訓練

廃棄物集積場火災事故想定訓練

●横浜市「打ち水大作戦」に参加

ヒートアイランド対策として、横浜市共創推進事業本部が主催する
「打ち水大作戦」に参加しました。

公民の交流の場である「共創地域フォーラム～京浜臨海部～」の一環
として、ふれ～ゆ（横浜市高齢者保養研修施設）玄関前で実施。

参加者は近隣企業、横浜市、一般の方々で、5トンもの再生水や雨水を
用いて打ち水を行いました。

打ち水実施前後に路面の温度をサーモグラフィーにて測定したところ、
45℃→33℃に下がり、効果を実感できました。

「打ち水大作戦」

●神奈川県主催「環境インターンシップ」研修生受け入れ

神奈川県環境農政部主催の「環境インターンシップ研修」を実施しま
した。青山学院大学、桜美林大学、フェリス女学院大学より3名の研修生
を受け入れました。

研修内容は、ISO14001などの環境マネジメントシステムの学習や取
引先企業への環境保全巡回同行、研修生が内部監査員となり監査を行う
模擬内部監査など、幅広い内容で、環境業務を体験していただきました。

「環境インターンシップ」環境保全巡回

「環境インターンシップ」

最終日の研修生の発表では、

・ISO14001取得以上に、環境意識を持つことが重要だと思った。

・「見る・見える・見せる」という現場意識を大学の活動でも生かして
いきたい。

・東芝全体が環境に力を入れて取り組んでいるということがわかった。

・ただ座って勉強をするだけでなく、学んだことを現場で確認できた
ことが良かった。

など、前向きな意見を聞くことができました。

●レジ袋削減キャンペーン

京浜事業所は、神奈川県の「神奈川県における
レジ袋削減に向けた取組の実践に関する宣言」に
賛同し、レジ袋削減活動に協力しています。

環境掲示板や売店にレジ袋削減ポスターを掲示
し、従業員へレジ袋削減を呼びかけています。

ご協力をお願いします。

しんた

心太
（神奈川県レジ袋削減イメージキャラクター）



全員活動･地域との共生、コミュニケーション

－１７－

従業員の全員活動の一環として、６月（環境月間）と１０月（３R月間）に周辺地域の清掃ボランティア
を実施しています。１９９４年より継続して通勤路の清掃を実施しており、２００９年度も多くの方に参加
していただき、地域の美化に努めました。

●事業所周辺の清掃

全員活動・地域との共生全員活動・地域との共生

●廃棄物処分業者の現地確認
京浜事業所から排出される廃棄物の処理業者に対し現地調査を実施し、

適切に処理されていることを確認しました。

●主要取引先巡回

グリーン調達活動の一貫として、主要取引先を対象に巡回指導を実施し
ています。2009年度は９社を訪問し、環境面での確認・チェックを実施
し指導を行いました。

●取引先との交流

廃棄物処分業者の現地確認

参加実績

清掃ボランティアの様子

●横浜市「環境月間パネル展」に出展

●市民との交流

2007年度より6月の環境月間イベントとして横浜市
が主催している「環境月間パネル展」に出展しています。

2009年度も 東京ガス ワンダーシップ環境エネル
ギー館に展示し、京浜事業所の環境保全活動について紹
介しました。

環境月間パネル展

展示パネル
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●労使共催イベント「東芝の森・伊勢原植林体験会」

東芝グループでは、生物多様性の保全などの地球環境保全に貢献することを目標として、「東芝グループ１５０万本

の森づくり」活動に取り組んでいます。

その一環として、かながわ森林再生50年構想 に賛同し、「森林再生

パートナー」の 第１号 となり、神奈川県、伊勢原市、伊勢原市森林組合

と｢かながわの森林再生に関する協定｣を締結し

ました。

2009年、労使共催で伊勢原市の森林で

植林体験会を開催し、従業員及び家族約70名

が参加し、1890本の木を植樹しました。




